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ブル「過激活動対策法案：採択と適用の問題」

http://www.ltgislature.ru/monitor/prezextrem-

izm/seminarextremizm.html
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（とき やすこ・海外立法情報課）

【短信：韓国】

外国人労働者対策

小川 昌代

韓国では、ソウルオリンピックが開催された

1988年頃から景気が安定し、製造業や建設業な

どの現場における人手不足が深刻な状況となっ

た。また、自国に比べ高い賃金の得られる韓国

で働くことを望む外国人が増え、不法就労者も

増加の一途をたどった。そのため、発展途上国

への産業技術協力を行い、合わせて中小企業の

人材難を補うことを目的として、労働条件の厳

しい、いわゆる３K業種の中小企業に外国人

の単純技能労働者を受け入れる外国人産業研修

生制度（以下、産業研修生制度）が、1993年か

ら導入された。しかし、依然として中小企業の

人手不足は慢性的で
(注１)

あり、不法就労者も増え続

けている。

こうした問題を解消すべく、2002年７月17日

に、外国人材制度改善対策が政府により発表さ

れた。

この対策の主要な部分である、

1. 外国人不法就労者の取締まり

2. 産業研修生制度の見直し

3. サービス分野における外国人労働者の受

け入れ

について、要旨をまとめてみたい。

1. 外国人不法就労者の取締まり

今回の発表に先立ち、政府は、2002年３月25

日から５月29日までに自主的に申告した不法滞

在者には最長１年の出国準備期間を与えるが、

申告しなかった不法滞在者は強制出国させると

いう内容を含む不法滞在防止総合対策を、３月

12日に発表した。外国人材制度改善対策は、こ

の不法滞在者の自主申告の結果に基づいて、作

成されている。

申告を集計した結果、３月末現在就業中の外

国人は33万6800人で、その78.9％にあたる26万

5800人が不法滞在者であることが明らかに
(注２)

なった。不法滞在者のうち、期間中に自主的に

申告した者は25万6000人で、出身国別に見る

と、韓国系を含む中国人が15万1000人で全体の

約60％を占め、バングラデシュ人１万7000人、

フィリピン人１万6000人、モンゴル人１万4000

人、その他５万8000人となっている。
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またこれを業種別に見ると、製造業が８万

9000人（全体の34.8％）、建設業５万6000人

（21.8％）、飲食店３万5000人（13.7％）の順で

あった。不法滞在者の滞在資格は、短期総合ビ

ザ及び短期商用ビザ等の短期ビザの所持者が約

18万人（約70％）、無断で研修先を離脱した産

業研修生５万2000人（20％）、密入国者１万476

人（４％）であった。

申告済みの不法滞在者25万6000人について

は、2002年12月から翌年２月までにその31％に

当たる17万5000人を出国させ、同年３月31日ま

でには原則的に全員出国させる予定である。企

業の未払い賃金をそれまでに精算させるため、

外国人を雇用している企業のうち、580社を選

んで2002年10月まで随時点検が行わ
(注３)

れる。

2. 産業研修生制度の見直し

産業研修生制度は、1991年に外国人産業技術

研修査証発給に関する業務処理指針（法務省訓

令第255号）及びその施行細則が制定されて、

従来、海外投資を行っている企業を対象として

いた研修生制度が規制緩和されたのが始まりで

ある。その後研修生の受け入れ規模はさらに拡

大し、1993年11月から正式に導入されることに

なった。

現在は、国務総理室、中小企業庁、中小企業

の全国団体である中小企業協同組合中央会（中

企協）が分担して産業研修生制度の運営を行っ

ている。

導入当時最長１年だった研修期間は延長が重

ねられ、1998年４月からは、２年間の研修後

に、研修企業の推薦を得て、国家技術資格法に

よる技術資格検定、もしくはこれに準ずる技術
(注４)

資格に合格すれば、１年間就業資格が与えられ

る研修就業制度が導入された。その後、出入国

管理法施行規則が改正され、2002年４月以降の

入国者は研修期間１年及び就業２年の形式がと

られるようになった。

産業研修生制度はこれまで、研修手当に関す

るトラ
(注５)

ブル、研修生に対する暴力等の人権侵

害、研修生の離脱率の高さ、国内外の機関の不

正
(注６)

疑惑などが取りざたされてきた。

今回発表された対策では、研修生の離脱を防

ぎつつ、さらに枠組みが拡大される方針が明ら

かになった。

(1) 産業研修生の管理体制の変更

不法滞在者の増加を防ぐため、今後は産業研

修生、研修就業者、研修離脱者を個別にカウン

トせず、すべて産業研修生の定員に含める。今

後は研修から離脱する者があっても、その分の

産業研修生を新たに補充しない。

(2) 産業研修生の調整

不法滞在者の多い業種を産業研修生で補うた

め、現在12万6750人の産業研修生の総定員を１

万8750人増員し、14万5500人とする。その内訳

は次のとおりである。

・中小製造業研修生：現在、産業研修生２万

人、研修就業者１万2000人、不法滞在申告者８

万9000人が中小製造業に従事している。加え

て、産業研修生として7000人を導入中である。

この総数が実際に中小製造業に必要とされてい

る労働力であると考え、総定員を13万人以内と

する。

・遠洋・近海漁業研修生：現定員（3000人）の

範囲内で運営する。

・農業・畜産業研修生：総定員5000人の範囲内

で、施設園芸、養豚、養鶏等の非季節的で企業

化された部門に限り新規に導入する。

・建設業研修生：現定員2500人を7500人に増員

する。

(3) 産業研修生制度の管理・運営体制の変更

これまで研修生の選抜は送出国の送出機関に

委託されてきたが、不正の噂が絶えなかった。
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そのため、今後は送出機関から一定数の推薦を

受けた後、国内の管理機関でコンピューターに

よる抽選を行い、国内の管理機関に対しても年

２回の所管省庁の監査を行う。また、研修生の

離脱を防ぐため、送出国及び送出機関の責任が

強化され、模範的な研修生及び研修就業生、事

業所には優遇措置がとられる。

中企協が研修生離脱防止を目的として研修生

１人当り300米ドル（約３万5000円）を徴収し

ている契約履行保証金運営の合理性と透明性を

向上させるため、離脱率に従って国別に

100～300米ドル（約１万2000円～３万5000円）

の間で等差徴収する。返金されず中企協が保有

している同保証金は研修生の福祉会館建設、災

害時の慰労金支給、研修先の不渡り等で研修生

が出国しなければならない場合などの出国費用

支援等、福祉事業・管理事業にのみ使用し、そ

の運営内訳を公開するとしている。

3. サービス分野の外国人労働者の受け入れ

これまでサービス分野での外国人の就労は禁

止されていた。しかし、先頃の自主申告の結

果、不法就労者のうち半数程度がサービス業に

従事していたことから、就業管理制（仮称）を

導入し、2002年11月１日より制限的に外国人労

働者の受け入れを行う予定である。ただし、現

在、サービス業に従事している外国人労働者３

万5000人のうち、約60％が韓国系中国人である

こと、またサービス分野は韓国語での意思の疎

通が必要なことから、韓国系外国人にのみ就業

を許可するとしている。詳細は次のとおりであ

る。

(1) 就労者について

訪問・同居ビザ（F―１）発給対象者のう

ち、国内に８親等以内の血族または４親等以内

の姻族がいるか、大韓民国の戸籍に記載されて

いる者及びその直系尊属・卑属で、40歳以上の

韓国系外国人に就労資格が与えられる。2002年

７月１日に親戚訪問が可能な年齢が50歳以上か

ら45歳以上に調整されたが、11月１日からはさ

らに40歳以上に引き下げられる予定である。

上記の一般対象者以外にも、40歳以上の韓国

系外国人のうち、韓国の独立に貢献し
(注７)

た者の直

系血族、外国における同胞社会の健全な発展に

大きく寄与したと認められる者、産業研修生と

して入国後離脱せずに帰国した者、法務大臣が

特別に認めた者については、特別対象者として

訪問・同居ビザが発給される。

就労期間は１年で、さらに１年の延長が可能

である。長期滞在を防止するため、国内での就

労期間を考慮の上、就労後一定期間が経過しな

い場合は再就労が禁止される。家族の同伴及び

事業所の移動も原則的に禁止される。

(2) 事業所について

飲食店業、事業支援サービス業、社会福祉

業、清掃関連サービス業等に外国人の就労が許

可され、風俗関連業は全面的に禁止される。具

体的な業種・職種、業種別クォータ、導入規模

については、不法就労者の就労実態、産業別・

職種別の労働力不足の実態、業種間の労働力移

動実態などを考慮し、外国人産業人材政策審議

委員会で決定する。

労災保険及び医療保険に未加入の事業主、申

請日以前の６ヵ月間に賃金不払い、勤労契約違

反などの勤労基準法（日本の労働基準法に相当

する。）違反の事実がある事業主、申請日を基

準に過去２年以内に不法雇用で処罰されたり、

過去１年以内に出国管理法上雇用主申告義務を

怠ったことのある事業主、その他法務大臣が労

働大臣と協議し、雇用制限が必要と認める事業

主に対しては、外国人の雇用が制限される。

滞在期間満了後の不法滞在を防止し、雇用主

の管理責任を強化するため、帰国保証金の預置

を義務づける。就労者が事業所を離脱した場合
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には、帰国保証金は返還せず、不法滞在者の保

護及び出国に要する費用に充当する。現在、出

入国管理法第90条によれば、外国人が滞在資格

外活動を行う場合は身元保証人に300万ウォン

以下の保証金の預置を命じることができる。

発表後の世論

外国人材制度改善対策は、各方面からの大き

な反発を呼んだ。韓国労働組合総連盟（韓国労

総）は８月28日に雇用許可制及び労働許可制の

導入を主な内容とする外国人労働者の雇用及び

保護に関する法律案を国会に提出し、全国民主

労働組合総連盟（民主労総）も雇用許可法の原

案を独自に作成し、雇用許可制に賛成している

国会議員を通じて議員立法を推進中であると伝

えられている。このほか、国家人権委員会や、

宗教関係者の団体、弁護士や大学教授など労働

問題の専門家などがそれぞれ、産業研修生制度

を廃止し、雇用許可制を導入することを政府に

求めている。

産業研修生制度の代わりに、韓国で働くこと

を望む外国人を事業主が直接選抜し、彼らに韓

国人労働者と同等の権利を与える雇用許可制を

導入しようという意見は以前からあった。同対

策発表以前には労働省を中心に政府内でも雇用

許可制が検討されていると伝えられていたが、

最終的には産業研修生制度を拡大する結果と

なった。特に産業資源省や経済団体は中小企業

の負担増大を理由に雇用許可制に強く反対して
(注８)

いる。

政府はその後も、産業研修生制度を押し進め

る態度で一貫している。農林省は農業・畜産業

研修生制度を今年11月から導入し、中国、ウズ

ベキスタン等に居住する韓国系外国人を優先的

に選抜することを発表した。また、中小企業庁

は不法滞在者の全員出国措置で起きる労働力の

空白を憂慮する中小企業の要請に応え、場合に

よっては10月から産業研修生２万人を早期導入

すると明らかにしている。９月２日からは、法

務省による不法滞在者の取締まりが始まった

が、連行された外国人の中には、合法的な滞在

者や自主申告者等も含まれていたことから、そ

の正当性が問題となっている。

(注)

(1) 2002年下半期の中小企業の労働力不足は10.7％

で、特に青年層の製造業の就労者数は減少が続いて

いる。国連では、65歳以上の老齢人口が総人口の

７％を超えると高齢化社会、14％を超えると高齢社

会と定義している。2000年に高齢化社会を迎えた韓

国は、2019年には高齢社会に突入すると考えられて

いる。なお、総務省の「国勢調査」によると、日本

の65歳以上の老齢人口が占める割合は、1970年に

7.1％、その25年後の1995年に14.5％となっている。

(2) 不法滞在者数の推移は、1999年13万5000人、

2000年18万9000人、2001年25万5000人。

(3) 2002年６月現在、1336人の賃金21億ウォン（約

２億1000万円）の未払いが確認されている。

(4) 2002年７月１日からは、試験もしくは韓国産業

人力公団が実施する３日間の研修就業教育のうちど

ちらか一つを選ぶことができるようになった。

(5) 研修手当は、労働省が毎年発表する国内労働者

の最低賃金の金額以上を支払うことになっている。

2001年９月１日～2002年８月31日は時給2100ウォン

（約210円）、月226時間労働した場合月給47万4600

ウォン（約４万7460円）が最低賃金である。時間外

研修手当は、残業、夜間及び休日研修の場合は基本

研修手当の150％が支払われる。しかし、定められ

た水準より低い金額しか支払われていなかったり、

支払いが滞っているケースも目立っている。

(6) 韓国系中国人の研修生の場合は一般に1000万

ウォン（約100万円）、それ以外の外国人の場合は

500万ウォン（約50万円）の仲介料などを支払って

韓国に入国すると言われている。それが、研修生が

研修先を離脱し、不法就労する原因の一つになって

いるとされている。また、国内の委託管理機関及び
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中企協における金銭の流れが不透明であり、研修生

の管理も十分に行われていないとの指摘がある。

(7) 「独立有功者礼遇に関する法律」によると、

1895年前後から1945年８月14日まで、日本の国権侵

奪に反対、又は独立運動のために抵抗した者を「独

立有功者」（独立に貢献した者）と定め、本人及び

遺族又は家族に対して、教育・就業・医療等の面で

優遇措置がとられている。

(8) 中企協は2002年４月、1286社の中小製造業者を

対象に行った調査の結果、85.7％の企業が産業研修

生制度に賛成しており、雇用許可制に賛成している

企業は11.6％にすぎないと発表している。一方、韓

国労働研究院は2002年５月、300人以下の中小製造

業者684社を対象に行った調査で、不法就労者の問

題を解決するために外国人を合法的に労働者として

受け入れるべきであると答えている企業が54.2％に

上ると明らかにしている。
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（おがわ まさよ・海外立法情報課）

【短信：中国】

クリーン生産促進法の制定

鎌田 文彦

１．はじめに

2002年６月29日、第９期全国人民代表大会常

務委員会第28回会議で、クリーン生産促進法

（原語は「清潔生産促進法」）が採択され、同日

公布、2003年１月１日から施行されることにな
(注１)

った。同法は、中国で初めてのクリーン生産に

関する法律であり、世界的に見ても、この分野

に特化した内容の法律は少ないと思われる。本

稿では、中国の環境問題にふれながら、法律の

概略を紹介したい。

現在の中国において、「クリーン生産」（「清

潔生産」）は、次のように理解されている。

「クリーン生産は、工業汚染に対処した経験

と教訓を総括して、国際社会に提起された新し

い形の汚染の予防と制御の戦略である。その本

質は、汚染の予防を重視するという原則に基づ

き、生産計画の策定に始まり、エネルギーと原

材料の選択、使用する工業技術、設備の維持管
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